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研究成果の概要：タイ王国・バンコク首都圏およびフィリピン・マニラ首都圏縁辺部の都市農

村混在地帯において、(1)土地利用変化、(2)土地利用変化に付随する地形改変量、(3)地形改変
を可能とする土建材のマテリアルフローを現地調査により精査、地理情報システムを用いて(1)
～(3)を結び付け、持続可能な都市農村混在土地利用のあり方を視覚化した。 
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１．研究開始当初の背景 
 
アジア大都市周縁では、土地所有の寡占に
よる不在地主地所の卓越→水田に代表され
る農地の安易な都市的土地利用への転用→
投機的土地保有によるスプロールの拡大に
より、低密度の都市農村混在景観が拡大して
きた。その結果生じる多様な環境問題を回避
する上でも、良好な混在景観の誘導・創出が
緊急課題となっているが、現状では実行力の
ある景観計画・戦略的な都市成長管理からは
程遠い状況にある。決定的な理由として、こ
れまでアジア都市農村景観計画分野におい
て、過去から現在までの景観変化はもちろん

のこと、面的な土地利用変化すら十分に検証
されてこなかったことが挙げられよう。すな
わち、現在のアジア都市周縁景観は「混沌」
「無秩序」「無計画」といった言葉で片付け
られ、眼前の混在景観の背後に潜むその土地
固有の景観変化因子・景観の自律性に関して
は全く議論されず、当然、具体的な計画論の
展開もなかった。そのため、現地の都市計画
実務家は、実際の景観形成プロセスと乖離し
た欧米型都市計画手法（例えばゾーニングな
ど）の安直・事後的な適用に終始せざるを得
ず、景観誘導はおろか「良好な混在景観」の
定義すら困難な状況にある。 
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２．研究の目的 
 
この現状をふまえ、本研究では、アジア都
市周縁の景観変化因子として、「地形改変」
に着目する。アジア都市では、地形改変行為
が景観変化の第一義的な因子であると考え
られる。例えばバンコクでは、水田の盛土に
よる宅盤造成が総工費の７割を占めている。
地形改変行為を無視して上物のみをもとに
地区景観を描いても、不在地主の開発意向に
より大規模地形改変を伴う土地造成がなさ
れれば、全てが失われるわけである。過去か
ら現在までの地形改変行為を量的質的に把
握し、土地利用変化と連関させることが第一
の調査項目とされなければならない。 
こうした観点から、本研究では、従来の欧
米型都市計画手段である、画一的なゾーニン
グ・純化的土地利用コントロールでは対応し
得ない、アジアの都市農村混在地域において、
農村的土地利用と都市的土地利用の両方に
有効な地形改変指標をもとに、地域固有の土
地利用の順応性・自律性を最大限に引き出し
つつ空間整序を達成する、新たなアジア型都
市農村計画論の構築に向けた一視座を提供
する。 
 
 
３．研究の方法 
 
現地各機関に散在している、空中写真、土
地利用図、地形図など一次図面資料を収集、
デジタル化を行う。宅地開発現場を訪問し、
地形改変測量調査を行う。宅地開発現場を起
点として、土木業者への聞き取り調査により
土建材フローを掘削地まで遡上、マテリアル
フローの空間的な拡がりを明らかにする。最
終的には、地理情報システムにより収集デー
タを統合的に空間解析し、バンコクとマニラ
の比較も行う。図 1に研究フローを示した。 
 

【図 1】研究フロー 
 
４．研究成果 
バンコクにおける事例研究より、当地では

過去の農地開拓パターンが、土地利用変化お
よび付随する地形改変様式に影響をおよぼ

していることが示された。バンコク縁辺部に
位置するメソスケールの研究対象地域にお
ける投入土量は、5.7×103 m3 km-2 year-1と
試算された。ミクロスケールな宅地造成地の
現地調査を通じて、上物開発形態と埋立宅盤
の関係性が明らかとなった。すなわち、軽量
タウンハウスは主に粘土宅盤を用いて造成
されるのに対し、荷重のかかる高層マンショ
ンや主要道路は砂材基盤によって造成され
ていた。フロー追跡調査により、各埋立材は
それぞれ固有のフロー構造を持ち、それらは
地質条件とコストパフォーマンスにより決
定されることが分かった。粘土のフローは郊
外の土地利用混在域内に限定されているの
に対し、砂材は都市縁辺部からさらに 100km
隔たった上流部にて掘削され【図 2】、都市縁
辺部の新規開発地まで陸送・水送されていた
【図 3】。砂材掘削量は 5.5×107 m3 year-1と
推定された。バンコク地域では全ての空間ス
ケールで地形改変行為が観察され、大陸デル
タ表層は全体的に不均一化してきているこ
とが明らかとなった。これらの結果より、バ
ンコクにおいては、旧来の農地パターンを考
慮したゾーニングと埋立土量の総量規制、そ
して埋立材フローの各結節点における課
税・監督行為の強化が、土地利用計画の実行
力を高める上で重要であると提案した。 

【図 2】バンコク土建材掘削地位置図 

【図 3】バンコク土建材フローモデル 
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一方、マニラにおける事例研究により、当
地では、メソスケールでの自然地形条件と地
形改変量が連関していることが示された。都
市縁辺部の研究対象地域における投入土量
は、5.0×103 m3 km-2 year-1と算出された。
低湿地の埋立材の多くには、近接する台地上
の都市内再開発および新規開発のレベリン
グを通じて産出・運搬される、建築廃材・低
品質砕石が使用されていた。埋立表層に使用
される砂材は、都市縁辺部から 60km離れた
ピナツボ火山麓の、ラハール堆積地域から陸
送されていることが分かった【図 4】。砂材掘
削量は 6.6×106 m3 year-1と推定された。こ
れら埋立材のフローは、いずれも生産地から
埋立地まで直送され【図 5】、生産者と開発者
の間には相互依存の関係がある。これらの結
果より、マニラにおいては、自然地形を考慮
したゾーニングおよび地形単位毎の埋立総
量規制、そして地理情報システム整備による
埋立材生産者と開発者間の直送フローの適
正化が、土地利用計画の実行力を高める上で
重要であると提案した。 

【図 4】マニラ土建材掘削地位置図 
 

【図 5】マニラ土建材フローモデル 
 
バンコクとメトロマニラにおける事例研
究の比較を通じ、地形、土地利用、地形改変
の定量指標化が、都市縁辺部における都市農
村土地利用計画に寄与することを明示した。
これらの計画指標は埋立材のフローにより
相互に関係づけられており、その都市が立地
する大地形環境により、各空間スケール内に

おける指標の現出優先順位は異なってくる。
大陸デルタ上に立地するバンコクでは、土地
利用面積・分布パターンと地形改変量が、メ
ソスケールな拡がりを持つ郊外地域におけ
る優先計画指標となるが、島弧立地のマニラ
では、地形分布と地形改変量が、同様な都市
郊外地域において優位な計画指標となる。し
かしながら、ミクロスケールな新規宅地開発
空間では、両都市とも埋立材質と上物開発形
態が有意な指標となる。各種埋立材フローの
空間構造も、各都市の大地形環境、すなわち
地質条件とソースへのアクセス性により規
定される。例えば、バンコクの砂材フローは
延長 100km におよぶが、マニラのそれは
60km 弱である。また、バンコクに特有の粘
土フローは隣接地所間などミクロな空間に
限定されるが、マニラの建築廃材フローは台
地から低地へメソスケールな空間内にて観
察される。今後、アジア各都市で本研究同様
の事例調査を進めることで、計画指標の階層
性および出現要因を抽出し、体系化していく
必要がある。 
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